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政府事業・制度等の
イノベーション化

世界水準の創業環境 SDGs達成へ貢献

Society 5.0を
世界のモデルへ

大学改革等の推進

公正な年俸制の完全導入

民間資金獲得に連動した運営
費交付金配分方法の導入

若手の半数超が挑戦できる
環境へ

（研究費を６年間で約４割増）

知の国際展開知の創造 知の社会実装

強化すべき分野での展開

秘密保持協定で情報共有
（官民一貫支援）

ムーンショット型の挑戦的な研
究開発強化、法規制見直し

模範となるﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
策定

(2030年に向けた道筋)

G20で世界へ発信
(大阪宣言（仮称）)

全体設計・システム・
機器等を包括的に国
際標準化

知の源泉
10億人規模のビッグデータの連携基盤構築（欧米等と連携）

全研究・科学技術データを管理、収集・蓄積、利活用できる基盤構築

政策をイノベーション化する
仕組みの創設

公共調達への新技術導入

桁違いの規模での人材育成

全生徒がITリテラシー獲得
（ICT支援員４校に１名）

人間中心のAI社会原則策定

【弱み】
【強み】

不十分な大学改革、硬直的な制度、国際化の遅れ、数十万規模のIT人材不足
現場の知、いまだ高い研究開発力、産業界の優れた技術と潤沢な資金

戦略的な研究開発の推進

研究開発マネジメントの抜本
的改革（CSTIが先導し、政
府全体へ拡大）

あらゆるシーンでAI活用

バイオとデータの融合

データ駆動型の技術開発

ﾊﾟﾘ協定「２℃目標」の達成

化石燃料並の再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ実現のための技術開発

安全・安心の確保

総合的な安全保障の実現

ｽﾏｰﾄ農業技術・ｼｽﾃﾑの
国内外への展開

ほぼ全担い手がﾃﾞｰﾀﾌﾙ活用

統合イノベーション戦略 (2018年6月閣議決定)

 破壊的イノベーションが進展し、ゲームの構造が一変、過去の延長線上の政策では世界に勝てず。

 弱みを乗り越え、強みを生かし、硬直的な経済社会構造を柔軟かつ自律的に「全体最適化」。

 「グローバル目標」「論理的道筋」「時間軸」を示し、「一気通貫」で取組を実行するべく「政策を統合」。

 「世界で最もイノベーションに適した国」を実現し、各国が直面する課題の解決モデルを世界に先駆け提示。

（内閣府作成）
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統合イノベーション戦略推進会議における検討体制
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統合イノベーション戦略推進会議
議長：官房長官

議長代理：科技大臣、副議長：関係本部担当大臣

有識者会議

イノベーション政策強化推進チーム
チーム長：和泉総理大臣補佐官

構成員：各司令塔会議事務局・各省庁局長・審議官級

国会戦略特区
諮問会議

「スーパーシティ」
構想懇談会

議長：総理大臣
進行：地創大臣

地創大臣設置
座長：竹中座長

Ａ
Ｉ
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AI

バイオ

ムーンショット
ビジョナリー会議

※有識者会議に準ずる

量子

個別テーマごとにタスクフォース設置

安全・安心

指示 報告提
言

連携支援

…

指示 報告

（内閣府作成）
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スマートシティ 世界の動向/日本の動向

（内閣府作成）

 スマートシティの進化

• 個別ICT技術の実証から、都市の丸ごとのアー

キテクチャの提示、新しいビジネス・サービス・価

値の創出へ

 スマートシティ間の国際競争

• 様々な事業主体・運営方法の並立・競争

 政府各本部・省庁が、所管分野を中心に

個別にモデル事業等を実施

 産業界から、国際潮流を踏まえた新提言

• COCN：「デジタルスマートシティ」プロジェクト

• 経団連：「Society5.0アクションプラン」

本部・省庁 主な取組

CSTI SIPによる研究開発、東京五輪での発信

未来投資 成長戦略(スマートシティ)

地方創生 スーパーシティ構想

総務省 モデル事業（ICTを活用した分野横断の街づく
り）

経産省 モデル事業（ITや蓄電池の技術を活用した分
散型エネルギー管理）

国交省 モデル事業（先進技術で市民生活・都市活動
や都市インフラの管理・活用を高度・効率化）

世界の動向 日本の動向

都市 主アクター 内容

アムステルダ
ム

自治体 CO2削減を目指し環境・エネルギー、健康
医療、インフラ等の分野で試験事業

シンガポール 国家 国土全体を３Dモデル化し情報をリンク

トロント Google関
連会社

都市各所のセンサーで情報を常時収集し、
都市設計に反映

イニシアティブ 概要

FIWARE グローバ
ル・サミット

スマートIoTおよびオープンデータの実装課題について意
見交換

Smart Cities New
York

フィジカル・デジタルインフラ、健康、教育、モビリティ等に
ついて意見交換

Marketplace.city オープン化により各都市の情報やソリューションを共有

中国・雄安新区 世界各国とMOUを結び最先端技術を取り入れ

日ASEANイノベー
ション連携

「ASEANスマートシティネットワーク」を提唱

アジア・スマートシティ
会議

スマートな都市開発に向けた情報のハブ構築

・ コンセプト、データ等について各地で連携の動き
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AI戦略 【主な具体目標と取組】

主な具体目標 主な取組

未来への
基盤作り

教育改革

 デジタル社会の「読み・書き・そろばん」
である「数理・データサイエンス・AI」の
基礎などの必要な力を全ての国民が
育み、あらゆる分野で人材が活躍

•リテラシー：外部人材の積極登用、生徒一人に端末一台

•応用基礎：AI×専門分野のダブルメジャーの促進

•エキスパート：若手の海外挑戦拡充、AI実践ｽｸｰﾙ制度

•優れた教育プログラムを政府が認定する制度の構築

研究開発

世界の英知を結集する研究推進体制

日本がリーダーシップを取れるAI技術

 AI研究開発の日本型モデルの構築

•多様な研究者による創発研究の支援拡充

•世界をリードできる次世代AI基盤技術の確立

•AI中核センター改革、AI研究開発ネットワーク構築

産業・社
会の基盤
作り

社会実装

実世界産業のサービス構造への転換

 インクルージョン・テクノロジーの確立

開発成果の社会実装を促すシステム・
アーキテクチャを先導

•健康・医療・介護：世界の医療AIハブ、データ基盤整備

•農業：スマート農業技術の現場導入、成長産業化

•国土強靭化：インフラデータプラットフォームの構築

•交通・物流：AIターミナルの実現、物流関連データ基盤構築

•地方創生：スマートシティ共通アーキテクチャの構築

データ関連
基盤

国際連携による次世代AIデータ関連
インフラの構築

•データ基盤：データ基盤の本格稼働と連携

•トラスト：トラストデータ流通基盤の開発

デジタル･ガ
バメント
中小・新興
企業支援

公共サービス・自治体行政のコスト削
減、業務効率化

 AIを活用した中小企業の生産性向上

•自治体が安心して利用できるAIサービスの標準化

•中小企業支援方策の検討

倫理 AI社会原則 社会原則普及と国際連携体制構築 • 「人間中心のAI社会原則」の定着化、多国間枠組構築

「未来への基盤作り」、「産業・社会の基盤作り」、「倫理」の各分野（教育改革、研究開発、社会実装、
データ、デジタル・ガバメント、中小・新興企業支援、社会原則）における各具体目標と取組を特定

（内閣府作成）
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スマートシティの推進（2019/3/29 統合イノベーション戦略推進会議 決定事項）

コミュニティ

大都市

地方小都市

共
通
の
基
本
方
針

ビジョンの明確化

アーキテクチャによる全体俯瞰

相互運用性の確保

拡張性の確保

組織・体制の整備

推
進
・
連
携
体
制

・府省連携したスマートシティ関連事業の推進に関する基本方針について決定
・アーキテクチャ構築のための検討会議を設置し、各府省の事業の実施に反映していくことを決定
・上記決定事項により、共通基盤の下に府省連携して事業を推進し、世界のスマートシティ連携の強化を促進する。

スマートシティ関連の
都市インフラの整備
【国】スマートシティの

データ利活用基盤の
構築【総】

「スーパーシティ」構想の実現【内・地方】

地域限定型のサンドボックス制度による規制特例等
も活用した、先進技術の実装による地域課題の解決

【内・地方】

広い分野を対象とした実証・実装
【総、国】

特定の分野（エネルギー、交通等）
を対象とした実証・実装【経、国】

アーキテクチャの構築
検討会議（内・総・経・国等）の開催

【内・科技】

社会制度、ルール

サービス、ビジネス

アーキテクチャ、
Society5.0データ連携基盤

国
際
会
議
の
動
向

3/14-15 ５月

Ｇ２０デジタル
経済・貿易
大臣会合

Ｇ２０
首脳会合

スマートシティ / スーパー
シティフォーラム2019

６月

アジア・スマート
シティ会議

ASEANスマートシティ
ネットワーク
ハイレベル会合

秋以降

多国間及び二国間のプロセスにおいて
・各国の成功事例
・データ連携基盤の基本的考え方
等の知見の共有

スマートシティに係る国際連携・協力

（内閣府作成）
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スマートシティのアーキテクチャのイメージ

都市OS

分野間データ連携基盤

共通機能群

サービス
(ビジネス)

アセット
(データ
リソース)

機能

標準API

データカタログ

セキュリティ

交通・モビリティ 健康・医療

都市計画・整備

防災 インフラ維持管理 観光・地域活性化

環境

エネルギー

物流

…

組織
(ステーク
ホルダー)

ルール 憲法・法律・条例・規制・ルール・ガイドライン等

戦略・政策 Society 5.0 

地域コミュニティ・エリマネ等

政府 大学等
来街者・旅行者

自治体
(周辺・勤務地等)

民間企業等 市民

標準API

ビッグデータ解析各
分野
ごと
基盤

他の
都市
OS

相互接続
連携機能

自治体(居住地)

NPO等

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
・
認
証
等

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

相互接続

データ

AI

AI

政府・自治体

行政データ

住民データ

地域 民間 個人

エリアデータ 企業保有データ 個人データ

語彙・コードデータポリシー

農林水産業

最適化 可視化

…

…

（COCN2018年度プロジェクト最終報告「デジタルスマートシティの構築」を基に内閣府作成）
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多様なデータの連携

v
v

駅 生活者病院

電力会社
上・下水道事業者

小売店舗

隊列自動走行

自動運転車両

住宅

高齢者
住宅

宅配ドローン

ラストワンマイル輸送

中心市街地

地域生活圏

中山間地域

物流効率化

電力使用
量見える化

インフラ
維持管理
効率化

・利用履歴データ
・管理・劣化データ ・スマートメータデータ

・需要予測データ

・ダイナミックマップ
・高精度測位データ

・バイタルデータ
・高精度測位データ

・ＢＩＭ、ＣＩＭデータ
・高精度測位データ

・個人ＩＤ
・与信情報

・ダイナミックマップ
・高精度測位データ

・店舗データ
・決済データ

・レセプトデータ
・診療データ

・交通利用データ
・決済データ

キャッシュ
レス

・購買履歴
・決済データ

・電力使用量
・地域の気象

自動受発注

見守り
サービス

健康促進

オンデマンド
配車

遠隔医療
サービス

（内閣府作成）

交通、エネルギー、インフラ、防災、物流、観光、健康・医療、金融等の多様なデータの連携により、

様々なサービスを展開し、スマートシティを実現
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戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の課題分野

革新的深海資
源調査技術

ビッグデータ・AIを活用し
たサイバー空間基盤技術

フィジカル空間
デジタルデータ
処理基盤

IoT社会に対応し
たサイバー・フィジカ
ル・セキュリティ

自動運転（システム
とサービスの拡張）

統合型材料開発シ
ステムによるマテリア
ル革命

光・量子を活
用した
Society5.0
実現化技術

スマートバイオ
産業・農業基
盤技術

脱炭素社会実現のため
のエネルギーシステム

国家レジリエン
ス（防災・減
災）の強化

AIホスピタルに
よる高度診断・
治療システム

スマート物
流サービス

エネルギーキャリア

革新的設計生産技術

防災・減災インフラ維持管理

革新的燃焼技術

次世代農林水産業

自動走行システム
パワーエレクトロニクス

革新的構造材料

海洋資源調査

サイバーセキュリティ

データ連携基盤
（各システムを連携）

（内閣府作成）
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SIPの成果：自動走行（ダイナミックマップ）

OE
M

API

基盤となる
データ

図化

レーザー点群情報、画像情報、⾛行軌跡など

３次元地図共通基盤データ

様々な主体が
所有する
動的データを
活用

Link 

Base 

OE
M
OE
M

OEM

準動的情報

静的情報
=高精度３次元地図情報

動的情報

ITS先読み情報
（周辺車両、歩行者情報信号情報など）

事故情報、渋滞情報、狭域気象情報など

交通規制予定情報、道路⼯事予定情報、
広域気象予報情報など

路面情報、車線情報、3次元構造物など

準動静的情報

 ⼯事や渋滞などの時間とともに変化する情報を紐づけた高精度３次元地図。

 関係企業の出資により、ダイナミックマップ基盤㈱を設立。

 現在、高速道路のダイナミックマップを整備中（H29,30年度で3万km）。

（内閣府作成）
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SIPの成果：農業（農業データ連携基盤）

 H29にプロトタイプを構築し、主要農機メーカー、ICTベンダーが基盤にAPI接続。

 H29.12に試験運用開始。参画企業拡大のための協議会を設立し、現在、約250団体が参加。

 H31.4から基盤の本格運用を開始予定。

（内閣府作成）
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SIPの成果：防災（実災害での活用)

広島県庁、岡山県庁、愛媛県庁において災害
情報をSIP4Dに集約、地図上に整理し、災害
対応機関にて共有し、透析支援、物資支援、
避難所巡回ルート戦略及び廃棄物処理戦略に
活用

2018年

平成30年北海道胆振東部地震

【凡例】

2018年９月７日（対策前） 2018年９月９日（対策後）

通信状況

サービス中エリア

サービス中断エリア

SIP4D研究チームが、発災当日より、ISUTと供に、
SIP4Dによる災害情報統合によりプッシュ型支援の物
資輸送戦略と通信事業復旧へ活用

通信復旧状況+避難所
↓

←物資集積拠点
＋道路状況

2018年

平成30年7月豪雨

広島県・岡山県・愛媛県の
災害対策本部での活動

北海道の
災害対策本部での活動

（内閣府作成）

 H28熊本地震、H29年九州北部豪雨の実績を踏まえ、H30年度から内閣府防災において試行的に災害時

情報集約支援チーム（ISUT）が開始

 H30大阪府北部地震、H30.7豪雨、北海道胆振東部地震ではISUTが出動し、災害対応を支援

 H31年度からは内閣府防災で本格運用を開始予定
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まとめ

 Society 5.0はいよいよ実証から実装段階。しかし、これを一気に社会に展開することは困難。

 まずは一定の地域（スマートシティ、スマートカントリ）において実証・実装。これを横展開しながら、

全国にSociety 5.0を展開。

 しかし、これまでのスマートシティ関連事業については、

• 国費頼みの事業で一度作ったシステム・インフラが継承されない

• 単発のプロジェクトで他の事業に横展開されない

• 公的データのオープン化や個人情報の扱いの合意形成に限界

などの課題。

 このため、

• ビジョンを明確化

• 共通アーキテクチャを構成し、相互運用性や技術の進展に伴う機能の拡張性を確保

• 法制度等のルール、ビジョン実現やデータ基盤の運営に必要な組織なども一体的に整備

以上を政府一体となって推進。
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参考：各府省のスマートシティ関連事業（地域別）
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北海道・東北

北海道北見市

北海道帯広市

北海道下川町

北海道

北海道札幌市

●国（実）

●総（デ）

●地（SDG）

●地（SDG）

北海道ニセコ町

●地（モ）

●地（SDG）

●地（モ）

●総（ICT）

●地（モ）

●地（未）

●地（SDG）

宮城県東松山市

福島県新地町

宮城県岩沼市

山形県飯豊町

福島県会津若松市

宮城県大崎市

秋田県仙北市

気仙沼広域

岩手県釜石市

●地（未）
●総（ICT）

●地（未）

●地（未）

●地（SDG）

●地（未）

●地（SDG）

●地（SDG）

●総（ICT）

●総（デ）

●地（未）

●地（未）

福島県南相馬市

●国（実）：国交省 スマートシティ実証調査
●総（ICT）：総務省 ICT街づくり推進事業
●総（デ）：総務省 データ利活用型スマートシティ推進事業
●経：経産省スマートコミュニティ実証事業
●地（モ）：地方創生 環境モデル都市
●地（未）：地方創生 環境未来都市
●地（SDG）：地方創生 SDG未来都市・自治体SDGモデ
ル事業

（各府省の公表資料をもとに内閣府作成）
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関東・中部

茨城県つくば市
群馬県前橋市

埼玉県さいたま市
千葉県柏市

東京都豊島区

東京都三鷹市

東京都千代田区

神奈川県横浜市

神奈川県横須賀市

神奈川県鎌倉市

神奈川県

●総（デ）

●経

●地（モ）

●地（未）

●地（SDG）

●地（モ）

●地（SDG）

●総（ICT）

●地（未）

●総（ICT）

●国（実）

●地（モ）

●総（ICT）

●総（デ）

●地（SDG）

●総（ICT）

●地（SDG）新潟県新潟市

富山県富山市

石川県七尾市 石川県珠洲市

石川県白山市

山梨県市川三郷町

長野県塩尻市

長野県飯田市

長野県

岐阜県御嵩町

静岡県袋井市静岡県浜松市

愛知県豊田市

●地（SDG）

●地（モ）

●総（ICT）

●総（ICT）

●地（モ）

●総（ICT）●地（SDG）

●地（SDG）

●地（モ）

●総（ICT）

●経

●地（モ）

●地（SDG）

●地（SDG）

●総（ICT）

●地（モ）

●地（未）

●地（SDG）

●総（ICT）

静岡県静岡市

●地（SDG）

●国（実）：国交省 スマートシティ実証調査
●総（ICT）：総務省 ICT街づくり推進事業
●総（デ）：総務省 データ利活用型スマートシティ推進事業
●経：経産省スマートコミュニティ実証事業
●地（モ）：地方創生 環境モデル都市
●地（未）：地方創生 環境未来都市
●地（SDG）：地方創生 SDG未来都市・自治体SDGモデ
ル事業

（各府省の公表資料をもとに内閣府作成）
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関西・中国・四国

京都府京都市
京都府

三重県志摩市

けいはんな学研都市

三重県玉城町

大阪府箕面市

兵庫県淡路市

兵庫県加古川市

兵庫県尼崎市

兵庫県神戸市

奈良県葛城市

奈良県生駒市

奈良県十津川村

●地（モ）

●経

●総（ICT）

●地（SDG）

●地（モ）

●総（ICT）

●地（SDG）

●地（モ）

●総（ICT）

●総（デ）

●総（ICT）

●地（モ）

大阪府堺市

●地（モ）

●地（SDG）

●総（デ）

徳島県

徳島県上勝町

香川県高松市

愛媛県松山市

愛媛県新居浜市

高知県檮原町

鳥取県米子市 岡山県西粟倉村

岡山県岡山市

岡山県真庭市広島県島根県益田市

山口県宇部市

●総（デ）

●地（SDG）

●総（ICT）

●総（ICT）

●地（SDG）

●地（モ）

●地（SDG）

●総（ICT）

●地（SDG）

●総（ICT）

●地（モ）

●地（モ）

●総（ICT）

●地（SDG）
●総（デ）

●国（実）：国交省 スマートシティ実証調査
●総（ICT）：総務省 ICT街づくり推進事業
●総（デ）：総務省 データ利活用型スマートシティ推進事業
●経：経産省スマートコミュニティ実証事業
●地（モ）：地方創生 環境モデル都市
●地（未）：地方創生 環境未来都市
●地（SDG）：地方創生 SDG未来都市・自治体SDGモデ
ル事業

（各府省の公表資料をもとに内閣府作成）
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九州・沖縄

沖縄県名護市

沖縄県宮古島市

●総（ICT）

沖縄県久米島町

●総（ICT）

●地（モ）

福岡県糸島市

福岡県北九州市

佐賀県唐津市

佐賀県武雄市

長崎県壱岐市

熊本県水俣市

熊本県小国町

●総（ICT）

●地（モ）
●地（SDG）

●経
●地（モ）
●地（未）
●地（SDG）

●地（SDG）

●総（ICT）

●総（ICT）

●地（モ）

●国（実）：国交省 スマートシティ実証調査

●総（ICT）：総務省 ICT街づくり推進事業
●総（デ）：総務省 データ利活用型スマートシティ推進事業
●経：経産省スマートコミュニティ実証事業
●地（モ）：地方創生 環境モデル都市
●地（未）：地方創生 環境未来都市

●地（SDG）：地方創生 SDG未来都市・自治体SDGモデ
ル事業

（各府省の公表資料をもとに内閣府作成）


